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少子高齢化の進行により、15～64 歳の生産年齢人口が減少する一方、65 歳以上の高齢

者人口は増加を続けています。本県では、2015 年の時点では、１人の高齢者を 2.62 人の

現役世代が支えるかたちにありますが、2045年には、高齢者１人に対して現役世代は1.66

人となる見込みです。 

   こうした少子高齢社会を持続可能なものにしていくためには、社会の「支え手」をでき

るだけ増やしていくことが重要であり、若者や女性、高齢者、障害のある人や外国人など、

県民誰もが活躍できる社会を目指していく必要があります。 

   本県では、全員活躍社会の実現に向け、若者の課題解決能力や社会的自立ができる力を

育成するキャリア教育の推進や就労支援、女性の活躍の場の拡大や再就職・起業の支援、

高齢者の就労や社会参加の促進、障害のある人の活躍支援や特別支援教育の充実、在留外

国人の増加に対応した多文化共生社会づくりなどに取り組んでいます。 

１ 若者の就労・キャリアアップ支援 

（１）キャリア教育の推進 

社会が激しく変化する中で、児童生徒が社会的・職業的に自立し、社会の一員としての

役割を果たしていく上で必要となる課題解決能力や社会的自立ができる力を育成するため

には、小・中・高等学校の段階ごとにキャリア教育の取組を考え、それらを系統立ててつ

ながりのあるものとしていくことが重要です。 

本県では、小中学校においては「キャリアスクールプロジェクト」として、小学校では

地域の講師による講話や体験学習を、中学校では全公立中学校（名古屋市を除く）におい

て、５日間程度の職場体験学習を実施しています。また、高等学校においては全日制県立

学校でのインターンシップや、工業高校生を対象とした企業実習などを実施しているほか、

キャリア教育コーディネーター＊を配置し、モデル校でのインターンシップの受入先の開

拓などを行っています。 

また、県内におけるキャリア教育を支援する県内の事業所や団体を、「あいちキャリア教

育応援企業」や「あいち夢はぐくみサポーター」として認証し、企業や事業所等の社会貢

献活動をインターネット等を通じて広くＰＲすることで、行政と産業界が連携してキャリ

ア教育の充実・活性化を図っています。 

（２）若者の就労支援・職業能力開発の促進 

本県では、学生と 45 歳未満の若年者の就職を支援するため、愛知労働局と連携して運

営している「ヤング・ジョブ・あいち」において、職業適性診断、職業相談、職業紹介、

キャリアコンサルティングなどの就職関連サービスをワンストップで提供しています。ま

た、就職活動を開始する前の学生に、中小企業の魅力を発見してもらうことを目的とした

第３節 人が輝き、女性や高齢者、障害のある人など、すべての人が活躍する愛知
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中小企業経営者と学生との交流会の開催や「メッセナゴヤ＊」における学生案内ブースの

出展などに取り組んでいます。 

   また、離職者・求職者の就労を支援するため、名古屋駅前のウインクあいち内にある「あ

いち労働総合支援フロア」において、労働・就業に関する情報提供や相談対応など、愛知

労働局と連携した取組を行っています。 

２ 女性の活躍促進 

（１）女性の活躍の場の拡大 

本県では、女性がその能力を十分発揮して経済・社会に参画する機会を確保することで、

「女性が元気に働き続けられる愛知」を実現することを目的として、「あいち女性の活躍促

進プロジェクト」を推進しています。 

女性の活躍促進を図る企業に対する取組として、女性の活躍促進に係る経営トップの意

識表明や、採用・職域の拡大、人材の育成、管理職登用のほか、ワーク・ライフ・バラン

スの推進、働きながら育児・介護ができる環境づくりなどの取組を行っている企業等を「あ

いち女性輝きカンパニー」として認証しており、2018 年 12 月末現在 492 社を認証してい

ます（図表２-３-１-１）。 

また、企業経営者等の意識改革を図るため、毎年、「あいち女性の活躍促進サミット」を

開催しています。サミットにおいて、2016年から「あいち女性輝きカンパニー」優良企業

表彰式を実施しており、2018年度は全国の女性副知事による「企業の女性活躍と地域の発

展」をテーマとしたパネルディスカッションを実施しました（図表２-３-１-２）。 

さらに、特に中小企業に向けた取組として、中小企業の経営者や人事担当者向けのセミ

ナーの開催や、「あいち女性輝きカンパニー」のうち、本県が実施する女性の活躍促進の取

組に協力可能な企業・団体に対し、「あいち女性の活躍プロモーションリーダー」を委嘱し、

県と連携して、取引先企業等に、女性の活躍に向けた取組や県施策の活用の働きかけなど

を行うほか、2019 年度からは、「あいち女性輝きカンパニー」認証企業である中小企業の

魅力を広く知らせるＰＲ動画等の制作を行います。 

企業において女性の活躍をさらに進めるためには、女性の管理職を増やし、女性が働き

やすい職場環境を整えるとともに、女性の働き続けることへの意欲を喚起することが重要

図表２-３-１-１ 「あいち女性輝きカンパニー」の 
認証ロゴマーク

図表２-３-１-２ 「あいち女性の活躍促進サミット」
におけるパネルディスカッション
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です。 

そのため、県内企業で働く女性管理職を対象に、管理職としてのスキルアップと、企業

の枠を超えたネットワークづくりを支援する「女性管理職の交流カフェ」や、県内企業で

働く女性が、管理職となるために必要なビジネスセンスや実践力を身につけながら、受講

者同士の交流を通じて、多様な価値観を学ぶことができる「女性管理職養成セミナー」を

開催し、将来管理職として活躍する人材の育成を行っています。 

また、女性が活躍する分野を広げていくため、女性農業者の活動紹介や女性農業者を応

援する企業の製品等の展示及び就農に関する相談を行う「あいち農業女子交流会2018」や、

女子中高生等を対象に、理系への興味を喚起する「女子中高生の大学・企業取材ツアー」

の開催のほか、モノづくり現場で活躍する女性たちの魅力をアピールするため、企業で活

躍する女性を女子学生等が訪問し、交流会を開催する「『モノづくり女子』交流ツアー」を

実施しています。 

さらに、就業継続を前提としたキャリアプランや職業観の形成などを支援するために作

成したハンドブック「女子×仕事 ジョシゴト応援ノート」を活用し、県内大学や就職フェ

アでセミナーを開催するなど、大学生のキャリアプランの形成を促進しています（図表２-

３-１-３）。 

（２）女性の再就職・起業の支援

出産や子育てなどで離職した女性の再就職を支援するため、名古屋駅前のウインクあい

ち内にある「あいち子育て女性再就職サポートセンター（ママ・ジョブ・あいち）」におい

て、キャリアカウンセラーによる相談や、職場実習、女性の採用に積極的な企業による就

職説明会等、きめ細かな支援を実施しています（図表２-３-１-４）。 

また、専修学校等で行う職業訓練について、子どもの世話が必要で訓練の受講が困難と

なっている女性を支援するため、託児サービス付の職業訓練などを実施しています。 

さらに、本県では、女性の活躍と雇用の拡大を図り、新たな産業の創出や既存産業の生

産性向上、人材の育成・確保を促進するための研究の場として、2015年７月に「あいち・

ウーマノミクス研究会」を立ち上げ、研究会での議論を踏まえて「あいち・ウーマノミク

ス推進事業」を実施しています。 

その一環として、ソーシャルビジネス分野における女性の起業を促進するため、「輝く女

図表２-３-１-３ ハンドブック「女子×仕事 ジョシゴト応援ノート」とハンドブック編集委員会
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性 ソーシャルビジネスプランコンテストあいち」を実施し、応募されたプランは、事務

局及び外部有識者等からなる審査会において審査を行い、優れたプランには、愛知県知事

賞等の表彰を行いました（図表２-３-１-５）。 

なお、愛知県知事賞受賞者には、最終審査実施後から約６か月間、具体の事業化・事業

拡大に向けたハンズオン支援（事業者に寄り添って、伴走しながら、きめ細かく支援する

こと）を実施しました。 

今後も、女性の起業を促進するため、サービス産業において、女性起業家の経営者とし

ての成長及び事業活動の更なる拡大を支援していきます。 

３ 高齢者の就労促進

   企業の人手確保が困難になる中、高齢者が能力や経験を生かし、年齢にかかわりなく働

き続けられる社会の実現が急務となっています。 

本県では、愛知労働局、(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構、(公財)愛知県労働協会

との共催により、事業主、企業の人事・労務担当者等を対象として、「継続雇用・定年延長」

をテーマとした「高年齢者雇用推進セミナー」を開催し、講演や事例発表などを通じて、

継続雇用・定年延長の効果やメリット等をＰＲしています。 

また、経験に応じた職種、体力やライフスタイルに応じた勤務時間、休日など、高齢者

の多様なニーズに対応が可能な企業と高齢者のマッチングを図るため、2018年度から、本

県と愛知労働局、ハローワークが連携し、「高年齢者就職面接会」を県内３地区（尾張・名

古屋、西三河、東三河）で開催しています（図表２-３-１-６）。 

   このほか、概ね45歳以上の中高年齢離職者等に対しては、再就職に必要な知識を身につ

けるための「中高年齢離職者就職支援セミナー」を開催し、早期再就職を支援しています

（図表２-３-１-７）。 

図表２-３-１-６ 高年齢者就職面接会

図表２-３-１-４ 「ママ・ジョブ・あいち」
での支援 

図表２-３-１-５ 「輝く女性 ソーシャルビジネスプラン
コンテストあいち2018」の表彰式

図表２-３-１-７ 中高年齢離職者就職支援セミナー
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４ 障害者支援 

（１）障害者の就労支援 

障害のある人が、安定的かつ継続的に自立した生活を営んでいくためには、一般就労に

より働くことができる環境づくりが重要です。 

こうした中で、2018年４月には、障害者の法定雇用率が引き上げられ、障害者の雇用義

務のある民間企業の事業主の範囲は、従業員数50人以上から45.5人以上に広がりました。 

本県においては、雇用される障害者の数は着実に増加していますが、2017年６月現在で、

民間企業における障害者の実雇用率は1.89％と法定雇用率（2018年３月までは2.0％、2018

年４月から 2.2％）及び全国平均（1.97％）を下回っており、法定雇用率達成企業の割合

も48.6％と半数以下となっています（図表２-３-１-８）。 

このため、本県では、障害者の法定雇用率を2020年までに達成をすることを目標に取組

を進めています。具体的には、障害者雇用促進のため、2016年７月から「愛知県障害者雇

用企業サポートデスク」を設置し、企業からの電話相談に対応するほか、県職員が専門家

とともに企業を訪問し、障害者雇用に関する知識を深めてもらうための情報提供や、雇用

や職場定着など個別のニーズに対応した支援を行ってきました。 

2019年５月からは、このサポートデスクを再編のうえ、新たに「あいち障害者雇用総合

サポートデスク」を設置し、愛知労働局との連携のもと企業開拓から就職・定着までの一

連の支援を行います。 

また、中小企業への支援を強化するため、2017年度に「中小企業応援障害者雇用奨励金」

を創設し、中小企業が障害者雇用率制度の対象となる障害のある人を初めて雇用した場合

に、奨励金（１事業主当たり60万円、対象となる労働者が短時間労働者の場合は30万円）

を支給しています。 

さらに、障害のある学生を対象とした学卒障害者就職面接会を愛知労働局、新卒応援ハ

ローワークと連携して開催しているほか、障害者の雇用促進と職場定着推進のため、雇用

優良事業所の表彰を実施しています（図表２-３-１-９）。 

図表２-３-１-８ 障害者の雇用状況 図表２-３-１-９ 障害者雇用優良事業所 
の表彰式
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（２）障害者の活躍の場の拡大 

芸術活動やスポーツ活動は、障害のある人の自己実現や、障害の有無を超えた人々の交

流の機会となるだけでなく、アート作品に対する芸術性の評価の高まりや、パラリンピッ

ク等の国際的なスポーツ大会における活躍を通じて、広く社会における障害の理解にもつ

ながります。 

本県では、障害のある人の芸術・文化活動を通じて、障害のある人の社会参加と障害へ

の理解が進み、障害の有無を超えた交流が広がることを目指す「あいちアール・ブリュッ

ト」の取組を行っています（図表２-３-１-10）。2014年度から、県内の障害のある人の美

術・文芸作品を公募・展示する「あいちアール・ブリュット展」を開催しており、応募点

数は年々増加し、2018年度には670点の応募がありました。また、応募作品の中から審査

により選ばれた優秀作品を紹介する、「優秀作品特別展」を開催しています。 

あいちアール・ブリュットの取組は雇用分野にも広がっており、あいちアール・ブリュッ

ト展をきっかけに、障害のある人が「絵を描くこと」を仕事として、一般企業に就職（在

宅勤務）しました。これは、ハローワークと連携して、障害者雇用に取り組む企業に提案

したことによるもので、2018年 12月までに12人の方が就職しています。 

図表２-３-１-10 あいちアール・ブリュットのロゴマーク「ゲイジュツのチカラ・あいち」

障害のある人のスポーツ活動については、「名古屋ウィメンズホイールチェアマラソン」

や「愛知県障害者スポーツ大会」を開催しているほか、2018年９月には、本県において「2018

年第７回スペシャルオリンピックス日本夏季ナショナルゲーム・愛知」が開催されました。 

また、2019 年及び 2020 年の２年連続で、障害のある人が技能を競う全国アビリンピッ

ク（全国障害者技能競技大会）が開催されます。これらを契機として、障害者雇用への理

解が進むことが期待されます。 

（３）特別支援教育の充実 

特別支援学校では、在籍する児童生徒の増加に伴う学校規模の過大化による教室不足や、

長時間通学による児童生徒への負担などが課題となっています。本県では、「愛知県特別支

援教育推進計画（愛知・つながりプラン）」に基づき、特別支援学校の整備を進めており、

2018年４月には、大府もちのき特別支援学校（知的障害）を開校し、2019年４月には、春

日井市内にある春日台特別支援学校（知的障害）の過大化による教室不足の解消のために、

アール・ブリュット＝加工されていない生（き）の芸術 

伝統や流行・教育などに左右されず、自身の内側からわきあがる衝動のまま

に表現した芸術を示す。障害のある人・子ども・素人芸術家らの作品を指す

ため1947年ごろから用いられている。 
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瀬戸つばき特別支援学校（知的障害）を開校します（図表２-３-１-11、図表２-３-１-12）。

さらに、2022年度には安城特別支援学校（知的障害）の過大化による教室不足の解消とあ

わせ、岡崎特別支援学校（肢体不自由）への長時間通学緩和のため、西尾市内に知的障害

と肢体不自由の学級を併置する特別支援学校を新設する予定です（図表２-３-１-13）。こ

うした新設校の開校とともに、すべての特別支援学校の教室への空調設備や肢体不自由特

別支援学校のトイレの洋式化、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配

置なども計画的に進めています。 

また、2018 年 12 月に策定した「第２期愛知県特別支援教育推進計画（愛知・つながり

プラン 2023）」に基づき、引き続き、教室不足の解消と長時間通学の緩和に向け、取組を

進めていきます。 

（４）障害者の地域生活支援と療育支援 

   障害のある人が地域で自立した生活を送るためには、入所施設等から地域生活への移行

に当たって安心できる住居が不可欠となります。本県では、福祉施設から地域に移行する

際の主な住まいとなるグループホームの整備や運営費用の助成を行っています。また、県

営住宅等の公営住宅を活用したグループホームの整備促進を図るとともに、グループホー

図表２-３-１-12 瀬戸つばき特別支援学校完成予想図 図表２-３-１-11 大府もちのき特別支援学校

図表２-３-１-13 特別支援学校（知的障害、肢体不自由）の新設・計画状況

年度 開校状況等 規模

2013年度
愛知県特別支援教育推進計画 策定

計画期間：2014～2018年度
－

（知）いなざわ特別支援学校 開校 46教室　280人

（知）豊橋特別支援学校山嶺教室 開設 2教室　3人

（肢）瀬戸市立瀬戸特別支援学校光陵校舎 開校 8教室　38人

（知）豊橋市立くすのき特別支援学校 開校 47教室 　257人

（知）名古屋市立南養護学校分校 開校 15教室　62人

（知）大府もちのき特別支援学校 開校 42教室　226人

（肢）刈谷市立刈谷特別支援学校 開校 25教室　70人

第２期愛知県特別支援教育推進計画 策定

計画期間：2019～2023年度
－

2019年度 （知）瀬戸つばき特別支援学校 開校予定 45教室　252人

2020年度 （知）みあい特別支援学校 増築校舎供用開始予定  12教室

2022年度 （知、肢）西三河南部地区新設特別支援学校 開校予定 57教室　240人

2014年度

2015年度

2018年度
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ムの開設から運営までをサポートするため、その設置・運営に精通した支援コーディネー

ターによる説明会、見学会、相談会を開催する「グループホーム整備促進支援制度」を実

施しています。 

 また、障害のある人を社会全体で支えるためには、障害についての知識や理解を含め、

社会的障壁（バリア）を取り除く必要があるため、本県では、ＮＰＯと協働して身近な地

域で講演会などを開催し、地域における理解の促進を図っています。 

そのほかにも、内部障害や難病の方、妊娠初期の方など、外見から援助や配慮を必要と

していることが分かりにくい方々が、周囲に配慮を必要としていることを知らせるための

手段となる「ヘルプマーク」について、2018年７月から配布を開始しました（図表２-３-

１-14）。 

図表２-３-１-14 ヘルプマーク

 本県では、重症心身障害児者が、できる限り身近な地域で必要な医療や療育などの支援

を受けられる環境づくりを進めるため、医療・療育支援体制の整備に取り組んでいます。

具体的には、2016年４月に三河青い鳥医療療育センター（岡崎市）を開所し、重症心身障

害児者のための病床を整備するとともに、心身障害者コロニー（春日井市）の再編に伴い、

重心病棟であるこばと棟を 2016 年７月に開所しました。また、「障害者福祉減税基金＊」

を活用して一宮医療療育センター（一宮市）や信愛医療療育センター（豊川市）が開所さ

れるなど、民間による施設整備を促進しています（図表２-３-１-15）。 

こうした取組の結果、本県内の重症心身障害児者のための病床数は、2013年４月の382

床から、2018年４月には694床まで増加しています。 
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図表２-３-１-15 県内の重症心身障害児者施設の配置計画 

５ 外国人の就労支援・多文化共生の推進 

（１）外国人の適正な雇用環境の整備と就労支援

   経済社会の国際化・グローバル化の進展に伴い、我が国には就労を目的として入国、在

留する外国人が増加する一方で、その就労状況を見ると、低賃金や長時間労働、雇用の不

安定、社会保険の未加入などの問題があります。 

こうした中で、本県では、2008年１月に策定した「外国人労働者の適正雇用と日本社会

への適応を促進するための憲章＊」の普及のためのセミナー等を開催しています。 

外国人の就労・安定雇用支援としては、介護職への就労を希望する離職中の定住外国人

に対し、「介護分野外国人就職支援事業」を実施しています。これは、日本語教育、介護職

員初任者研修の座学研修と、介護事業所での職場実習を組み合わせた雇用型訓練を行うこ

とにより、知識や技能を身につけ、介護事業所において正規雇用されるよう、支援を行う

ものです。2019 年度からは、定住外国人の雇用拡大に向けた企業の取組を支援するため、

雇用方法・留意点や先進企業の雇用事例を紹介するマニュアルの作成や、企業向けセミナー、

就職面接会の開催等を実施します。 

介護分野は、今後外国人材の増加が見込まれる分野の１つですが、外国人材が円滑に介

護現場に定着することができるよう、2019年度からはこれまでの支援に加え、地域の中核

的な外国人介護人材受入施設等で行う介護技能向上のための研修に必要な費用の助成や、

介護福祉士養成施設が留学生に対し、カリキュラムとは別に行う日本語学習や介護の専門

知識等の補講等に必要な経費の助成、介護福祉士国家資格取得を目指す留学生に対して、

介護施設等が支給する奨学金等に必要な経費の助成等を行うこととしています。 

このほか、2018 年度からは、国家戦略特区制度を活用した「農業支援外国人受入事業」

と「家事支援外国人受入事業」を実施しています。 

「農業支援外国人受入事業」は、経営規模の拡大などによる「強い農業」を実現するた

め、一定の要件を満たした外国人材の入国を認め、愛知県適正受入管理協議会が所定の基

準を満たすことを確認した特定機関（受入れ企業）が外国人材を雇用し、農業経営を行う
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個人または法人に派遣するものです。 

愛知県適正受入管理協議会は、2018年８月、全国で初めて特定機関となった(株)アルプ

ス技研へ基準適合性通知書を交付しました（図表２-３-１-16）。2018 年 10 月からベトナ

ムより12名を受け入れ、全国で初めて外国人の農業分野での就労が始まっています。 

また、「家事支援外国人受入事業」は、女性の活躍促進に伴い、家事支援ニーズが高まる

中で、一定の要件を満たした外国人材の入国を認め、愛知県第三者管理協議会が所定の基

準を満たすことを確認した特定機関が外国人材を雇用し、県内の世帯に家事支援サービス

を提供するものです。 

同協議会は、2018 年 10 月、特定機関として、(株)ニチイ学館が基準に適合しているこ

とを県内で初めて確認しました（図表２-３-１-17）。今後、フィリピンから30名程度受け

入れ、日本語や法律、マナー等の研修を経た上で、サービスの提供が開始される予定です。 

（２）外国人の子どもの教育の充実 

本県では、外国人の子どもの教育の充実に向け、小中学校に対する日本語教育適応学級

担当教員＊の配置や小中学校への語学相談員＊の派遣など、公立学校での教育体制の充実を

図ってきました。また、2008年度に(財)愛知県国際交流協会や地元経済界と協力して「日

本語学習支援基金」を造成し、外国人児童生徒の日本語学習のための環境整備を支援する

ことにより、地域社会全体で外国人の子どもたちの日本語習得促進と、地域での居場所づ

くりを進めてきました。基金事業の実施期間は2015年度までとなっていましたが、外国人

児童生徒の日本語学習支援の必要性が増大しているため、新たに2016年度から2020年度

までの５年間を実施期間として、基金を再造成しました。2017年度には、53団体85教室

の日本語学習教室に助成を行うとともに、外国人学校６校に日本語指導者の雇用や日本語

学習教材などに対する助成を行いました（図表２-３-１-18）。 

そのほかにも、言語習得に対する支援として、「外国人児童生徒等による多文化共生日本

語スピーチコンテスト」を開催し、外国人児童生徒等が自分の思いや考えを日本語で伝え

ようとする意識を高め、日本語習得の促進を図っています（図表２-３-１-19）。 

図表２-３-１-16  (株)アルプス技研への特定機関
基準適合の通知書交付式 

図表２-３-１-17  (株)ニチイ学館への特定機関

基準適合の通知書交付式 
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図表２-３-１-18 日本語学習支援基金イメージ

（３）外国人県民への生活支援・安心して暮らせる環境の整備 

本県では、簡単な日常会話やひらがなを教える初期日本語教室の開催や、初期日本語指

導者の養成など、多文化共生社会づくりに向けた取組を進めています。2019 年度からは、

各ライフステージにおける生活設計や知識を身に付けるための冊子の作成や、新たに来日

した外国人県民に向けた生活支援として、日本語の習慣やマナー、生活者としての日本語

などを習得するための「早期適応研修」のカリキュラムや研修において使用する教材や指

導書の作成などを行います。 

また、外国人県民が安心して暮らしていくためには、医療体制や災害対策などの充実が

重要となります。医療体制については、本県では、外国人県民が医療機関や保健所・保健

センター等を利用できるよう、通訳者の派遣や電話通訳などを利用できる「あいち医療通

訳システム」の運用を行うとともに、外国人県民への周知やシステムに対応可能な医療機

関の増加に向けた働きかけなどを行っています。また、「あいち救急医療ガイド」において

は、外国語で対応できる病院を案内しており、2019年度には、英語、中国語、韓国語、ポ

ルトガル語で病院を検索することが可能となるようシステムの一部を改修します（図表２-

３-１-20）。 

さらに、災害対策については、災害時に外国人支援を行う市町村等の取組を支援するた

め、「愛知県災害多言語支援センター」を設置し、国や県等が発表する災害情報を多言語で

発信することとしています。また、市町村等の依頼に基づき、通訳ボランティアの手配や

派遣、被災市町村の外国人相談対応などにおける通訳や翻訳などの支援を行います（図表

２-３-１-21）。 

そのほか、地域で暮らす外国人の増加に伴う地域でのトラブルを解消するため、「地域多

文化コーディネーター」の育成に取り組んでいます。 

図表２-３-１-20 あいち救急医療ガイドのホーム 
ページ（英語版）

図表２-３-１-21 愛知県災害多言語支援センターの 
支援の流れ

図表２-３-１-19 多文化共生日本語スピーチ 
コンテスト
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（４）外国人材の適正受入れ・共生推進 

2018年６月、「経済財政運営と改革の基本方針2018」において、「一定の専門性・技能を

有し、即戦力となる外国人材に関し、就労を目的とした新たな在留資格を創設する」とす

る「新たな外国人材の受入れ」が明記されました。 

新たな在留資格の創設に伴う外国人材の受入れは、我が国に在留する外国人の増加や、

在留期間の長期化につながる可能性があります。このことは、外国人が労働者としてだけ

でなく、生活者として広く地域に定着していくということであり、地域の社会経済に非常

に大きなインパクトを与えることが考えられます。 

このため、2018年７月に全国知事会において「新たな外国人材の受入れプロジェクトチー

ム」を設置し、大村愛知県知事がリーダーとなり、「新たな外国人材の受入れ」に関し、そ 

れぞれの地域の実情を踏まえ、人手不足が深

刻化している産業を、新たな外国人材の受入

れ業種として検討するとともに、新たに受け

入れる外国人材及び在留外国人への日本語教

育や安心して働き、暮らしていくための支援

など、多文化共生の実現に向け、国が責任を

持って取り組むことを盛り込んだ「外国人材

の受入れ・共生に向けた提言」を取りまとめ、

同年８月に国に対して要請を行いました（図

表２-３-１-22）。 

その後、第197回臨時国会において、改正「出入国管理及び難民認定法」が成立し、2019

年４月から新たな在留資格として「特定技能１号」と「特定技能２号」が創設されること

となりました。これを受け、国は外国人材の適正・円滑な受入れの促進に向けた取組とと

もに、外国人との共生社会の実現に向けた環境整備を推進するため、行政サービスの多言

語化や「多文化共生総合相談ワンストップセンター＊」の設置などを盛り込んだ「外国人

材の受入れ・共生のための総合的対応策」を策定しました。 

そうした中、本県が中心となって、国、市町村、経済・労働者団体・支援団体と有機的

に連携し、外国人材等の労働環境の整備、生活環境の整備、日本語学習・日本語教育の充

実を地域一丸となって推進していくために、県や名古屋入国管理局はじめ19団体で構成す

る「あいち外国人材適正受入れ・共生推進協議会」を設置しました。今後とも、国に対し

て外国人材受入れ・共生のための施策の充実を働きかけるとともに、本県としても、引き

続き外国人材の適正な受入れや多文化共生社会づくりに向けて取り組んでいきます。 

図表２-３-１-22 上川法務大臣（当時）に対 
する要請 
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県民の平均寿命は延び続け、2017年現在、男性が81.30歳、女性が87.13歳となってい

ます。寿命は今後とも延びることが予想されており、100 歳を超えて生きることが珍しく

ない時代が到来します。 

   こうした「人生100年時代」を豊かで安心あるものにしていくためには、健康寿命を延

ばし、体や心の健康をできるだけ長く維持しながら、長い人生について、「教育→仕事→引

退」という単線型ではなく、柔軟で多様な複線型の人生設計が描けるような社会環境づく

りが求められます。あわせて、支援が必要になっても、住み慣れた地域で安心して医療や

介護サービスが受けられるような体制づくりも必要となります。 

   本県では、県民の生涯にわたる健康づくり支援をはじめ、学び直しのための生涯学習の

推進、さらには地域における医療や介護の提供体制の確保や地域包括ケアの推進、あいち

オレンジタウン構想に基づく認知症施策の推進などに取り組んでいます。 

１ 生涯を通じた健康づくり 

（１）県民の主体的な健康づくりの促進 

本県では、2013年３月に策定した「健康日本21あいち新計画」において、「健康寿命の

延伸」と「健康格差＊の縮小」による、すべての県民が生涯を通じて健康で元気に活躍す

る「健康長寿あいち」の実現を目指しており、すべての世代、すべての県民の生涯を通じ

た健康づくりや、生活習慣を改善し、健康の保持増進に努めることなどを基本方針として

います。 

そうした中で、県民の身体活動・運動に関しては、20～64歳の１日の歩数の平均が男性

8,035 歩、女性 6,077 歩と、全国の男性 7,779 歩、女性 6,776 歩と比べて、男性が平均を

上回る一方、女性が平均以下となっており、厚生労働省が推奨する男性9,000歩、女性8,500

歩には男女ともに達成できていない状況です。また、栄養・食生活に関しては、成人１人

１日当たりの野菜摂取量は、2016年の調査で男性が全国最下位、女性が下から３番目とな

り、全国平均を下回っています。 

そのため、本県では、「動いて元気に もう10分！」、「食べて元気に もう１皿野菜を！」

というスローガンを掲げ、健康に関心の低い人も含めたすべての県民に情報が届くよう生

活の身近な場所から健康情報を発信して、県民の健康づくりに取り組む気運の盛り上げを

図っています。 

その一環として、2016年度から健康づくりへのチャレンジを県民に呼びかける啓発イベ

ントを実施するとともに、県内の大学とコンビニエンスストアのコラボ企画による野菜を

多く含んだデリカ販売を行うなど、食と運動に関する情報発信を行い、普及啓発に努めて

います（図表２-３-２-１）。 

また、行政・企業・関係団体等が連携し、社会全体で個人の健康づくりを支え、守るた

め、2016年度から市町村と協働で「あいち健康マイレージ事業」を実施しています。これ

は、運動や食事など、日々の生活習慣の改善につながる取組の実践や、各種健診の受診、

健康講座、イベント、スポーツ教室、地域活動、ボランティア活動など、県と協働実施す

２ 人生100年時代に対応した社会づくり 
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る市町村が決定した「健康づくりメニュー」に取り組むと、マイレージ（ポイント）を獲

得することができ、一定以上のマイレージ獲得者には、「あいち健康づくり応援カード」が

交付され、県内の「協力店」（2019年１月15日現在1,197店舗）で様々なサービス（特典）

が受けられるものです（図表２-３-２-２）。 

図表２-３-２-１ あいち健康チャレンジ       図表２-３-２-２ あいち健康づくり応援カード

（２）企業の健康経営の促進 

本県では、従業員の健康を重要な経営資源と捉え、積極的な従業員の健康保持・増進を

目指す、企業の「健康経営」の普及を図っています。2018年度には、積極的に健康経営に

取り組む企業等を「愛知県健康経営推進企業」として登録する制度を創設するとともに、

登録企業の中から他の模範となる優れた取組を実践している企業等を表彰する「あいち 

健康経営アワード」を創設しました。 

また、2018 年７月には、企業・事業者への健

康経営の普及促進及び健康づくりの推進に向け、

相互に協力が可能な分野における連携を図るた

め、愛知県商工会議所連合会等の経営者団体、

健康保険組合連合会愛知連合会等の医療保険者

と協定を締結しました（図表２-３-２-３）。 

2018年 12月には、東京海上日動火災保険(株)

及びアクサ生命保険(株)とそれぞれ「健康経営

の普及促進及び健康づくりの推進に関する協定」

を締結しました。 

 さらに、2019年度には、健康づくりアプリを作成し、企業単位で健康づくりに取り組む

仕組を構築していきます。 

２ 社会人の学び直しの環境づくり 

社会の成熟化に伴う学習ニーズの拡大と、技術革新などの急速な進展を背景に、社会人

のより高度化・専門化する学習ニーズに対応したリカレント教育＊が重要になっています。

また、国の「人生 100 年時代構想会議＊」による「人づくり革命基本構想」においても、

より長いスパンで個々人の人生の再設計が可能となる社会を実現するため、何歳になって

も学び直し、職場復帰、転職が可能となるリカレント教育を抜本的に拡充するとしており、

図表２-３-２-３ 健康経営に関する協定の締結 
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社会人の学び直しの環境を求める声が高まっています。 

こうした中、本県では、2018年３月に策定した「第２期愛知県生涯学習推進計画」に基

づき、職業的自立を高める生涯学習に向けた社会人の学び直しの推進に取り組んでいます。 

具体的には、社会人が職業能力の向上や人間性を豊かにするために行う学び直しを支援

するため、大学等高等教育機関や生涯学習関連団体との推進会議を開催するとともに、愛

知県立大学をはじめ大学等高等教育機関において公開講座を開催しています。 

また、生涯学習を推進するため、「学びネットあいち」の運営や情報誌「まなびぃあいち」

の発行により、生涯学習情報を総合的に広く提供しています（図表２-３-２-４、図表２-

３-２-５）。 

さらに、本県はモノづくりを中心に発展してきた我が国屈指の産業県ですが、今後もさ

らに発展してくためには、幅広い分野や企業におけるＩｏＴ人材の育成・確保が不可欠と

なっています。地元経済界からも、ＩＴを理解し、機械・設備を使いこなせる人材や、ビッ

グデータを活用できる人材が不足しているとの指摘もあるため、愛知県立大学において企

業人のリカレント教育の機会づくりを進めていきます。 

図表２-３-２-４ 「学びネットあいち」Ｗｅｂページ     図表２-３-２-５ まなびぃあいち     

３ 高齢者の生きがいづくり 

高齢者が健康を維持し、他の世代とともに社会の一員として生きがいを持って過ごすこ

とができるよう、社会活動や学習活動を通じて、心の豊かさや生きがいを実感する機会の

充実が求められています。 

本県では、「あいちＮＰＯ交流プラザ」や「学びネットあいち」において、ＮＰＯ活動や

生涯学習に関する情報提供などを行うことにより、高齢者の生きがいづくりを支援してい

ます。 

また、高齢者の健康づくりや生きがいづくりのほか、社会参加を促進し、地域の活動を

担う人材を養成するため、「あいちシルバーカレッジ」や「生き生き長寿フェア」などを実

施しています（図表２-３-２-６）。あいちシルバーカレッジにおいては、文化、医療・福

祉、地域や環境の問題など、高齢者の日常生活をより豊かにするため、様々な分野の講義

を行っています（図表２-３-２-７）。 
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図表２-３-２-６ あいちシルバーカレッジ   図表２-３-２-７ あいちシルバーカレッジの学習内容

４ 支援が必要になっても安心して暮らせる地域づくり 

（１）地域医療体制の構築 

 高齢化に伴う医療ニーズの増加に対して、患者が病状に応じて急性期の医療から在宅医

療まで適切な医療を将来にわたって継続的に受けられるようにするため、本県では、2016

年 10月に「愛知県地域医療構想＊」を策定し、2025年における地域の医療提供体制の姿を

明らかにするとともに、医療需要に対応するための機能区分ごとの病床数（必要病床数）

を推計しました（図表２-３-２-８）。それによると、急性期を経過した患者の在宅復帰に

向けた医療やリハビリテーションを提供する機能を備える回復期病床が少ないことが明ら

かになりました。病床の機能分化を図るために地域医療構想推進委員会を開催し、病床の

機能分化・連携を推進するための情報共有を行っています。 

図表２-３-２-８ 2025年の必要病床数及び2017年の病床数

区分 高度急性期＊ 急性期＊ 回復期 慢性期＊ 計 

2025年の必要病床数① 6,907 20,613 19,480 10,773 57,773

2017年の病床数②  11,033 25,541 6,553 13,778 58,291

差引（①－②） △ 4,126 △ 4,928 12,927 △ 3,005 △ 518

また、入院先の病院から在宅医療になった場合においても、安心して医療や介護が受け

られるように、県内の在宅医療の現状を把握・分析し、保健・医療・福祉・行政等の関係

機関が相互に連携した在宅医療を円滑に提供する体制を構築することを目的として、2015

年 12月に愛知県在宅医療推進協議会を設置し、情報共有や連携の強化を図っています。 

内閣府が 2012 年に行った調査では、高齢者

の方の約６割が、「住み慣れた自宅などで人生

の最期を迎えたい」との希望を持っていますが、

厚生労働省の調査では、人生の最終段階におけ

る医療について家族等や介護関係者との話し合

いについて、55.1％が「話し合ったことはない」

としています。本県では、2018年度から、人生

の最終段階に受ける医療やケアに対する希望に

ついて、本人の意思決定を支援する相談員を育 

図表２-３-２-９ 相談対応力向上研修会 

（1）共通科目（文化教養学科、生きがい健康学科共通）

　○　一般教養科目：文学、芸術、音楽、経済など、生活に役立つ知識を学ぶ。

　（例：作者とともに「老い」の風景を味わおう、相続・遺言の一般知識など）

　○　地域活動支援科目：経験や能力を生かして地域で活動するための必要な知識、ノウハウを学ぶ。

　（例：今の人生に楽しさと生きがいを、生涯学習と高齢者　など）

（2）専門科目

　○　文化教養学科専門科目：歴史や身近な伝統文化などを中心に学ぶ。

　　（例：郷土の文学、古画を読む、川柳を楽しもう、地域のことば、外国文化　など）

　○　生きがい健康学科専門科目：高齢者の健康や福祉などを中心に学ぶ。

　　（例：高齢者の心理、健康で元気に生きる、家庭でできる健康体操　など）

※「計」には、休棟等の病床が含まれる。 
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成するため、相談対応力向上研修会を開始したところです（図表２-３-２-９）。 

本県の医療人材について、人口 10 万人に対する医師数は、2016 年に 218.6 人と全国平

均の251.7人を下回っています。2018年には、県内325病院中23.1％に当たる75病院が

医師不足のための診療制限を行っており、深刻な影響が生じています。 

そのため、愛知県医療勤務環境改善支援センターにおいて、病院勤務医を含む医療従事

者の勤務環境改善に係る電話相談及び訪問支援、セミナー開催などを実施しています（図

表２-３-２-10）。また、女性医師のキャリア継続を支援するために、出産や育児を控える

女性医師が多く在籍する臨床研修指定病院＊において、育児中の女性医師等が短時間勤務

制度や宿日直免除、オンコール＊免除を利用するに当たり要する代替医師の人件費に対す

る助成や、職場を離れた女性医師等の復職に対する支援などを行っています。 

さらに本県では、卒業後、地域の医療機関で一定期間従事する条件で医学部に入学する

地域枠の制度を設けており、地域枠の医師の指導やキャリア形成支援などを行うため、県

内４大学と連携して地域医療教育に関する寄附講座を設置しています。 

このほか、看護師の確保・育成に向けて、愛知県ナースセンターにおける無料の職業紹

介や再就職相談などの就業支援や、看護研修センターにおける看護職カムバック研修など

の復職支援を行っています（図表２-３-２-11）。 

図表２-３-２-10 医療勤務環境改善支援センターの業務内容 

本県の介護人材に関する需給推計によると、2025 年には需要と供給の差が 11,330 人と

なっており、人材不足が見込まれています。介護職員の不足要因として、給与やキャリア

アップの仕組み、休暇等の労働環境の整備が不十分などが指摘されています。 

本県では、介護職員の確保のため、福祉・介護業界に関心のある人を対象とした就職フェ

アの開催など、様々な取組を行っています。また、県内にある介護事業所の一時的な人手

不足に対応するための新たな人材バンク「あいち介護サポーターバンク」を2016年 12月

に開設しています。このバンクでは、社会参加・地域貢献に意欲のある人に、あいち介護

サポーターとして登録してもらい、介護事業所の依頼に応じて、サポーターと介護事業所

のマッチングを行っています。 

また、介護職員の質の向上のため、研修を受講する際の受講料補助や、市町村や介護人

材養成関係団体等が行う研修に対する補助を行っています。 

図表２-３-２-11 看護職カムバック研修
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さらに、早期から介護分野に対する正しい理解の促進を図るため、介護のイメージアッ

プ用リーフレットやＤＶＤを作成し、県内の小中学校等に配布しています（図表２-３-２

-12、図表２-３-２-13）。 

（２）地域包括ケアシステムの構築 

団塊の世代が75歳以上となる2025年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れ

た地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介

護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムを構築することが求めら

れています（図表２-３-２-14）。 

図表２-３-２-14 地域包括ケアシステムの概要 

図表２-３-２-12 イメージアップ用リーフレット等 図表２-３-２-13  「介護のイメージアップ用ＤＶＤ」
のワンシーン 

出典：厚生労働省ホームページ 
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地域包括ケアシステムの構築に当たっては、少子高齢化や財政状況を考慮すると、今後、

税による公の負担である「公助」や介護保険制度などの「共助」の大幅な拡充を期待する

ことは難しいことから、自ら健康管理や介護予防を行う「自助」やボランティアや住民組

織による支え合い活動などの「互助」の果たす役割を重視した取組を推進していくことも

重要です（図表２-３-２-15）。 

本県では、市町村において地域包括ケアシステム構築に向けた体制づくりが進むよう、

2014 年度から2016 年度まで、在宅医療と介護の連携に中心的な役割を担う機関等に着目

した４つのモデル事業（地区医師会モデル、訪問看護ステーションモデル、医療介護等一

体提供モデル、認知症対応モデル）を６市において実施し、その成果を他の市町村や医療・

福祉関係者に広く周知しました。また、2016 ～2017 年度には、団地居住者の急激な高齢

化や孤立化といった課題に対応するため、春日井市の高蔵寺ニュータウン（石尾台・高森

台地区）を対象地域とした地域包括ケア団地モデル事業を実施しました。 

2017年度には、地域での介護予防や支え合い活動を促進するため、地域包括ケアシステ

ムについて分かりやすく解説したショートムービーやリーフレットを作成するとともに、

地域での活動を紹介するイベントを開催しました（図表２-３-２-16）。また、2018年度に

は、地域包括ケアに関する情報を一元化して発信し、地域で活動する担い手と高齢者をつ

なぐプラットフォームとなるポータルサイトを開設しました。2019年度からは、高齢者の

孤立を防ぎ、社会参加を促進するため、高齢者が参加しやすいように配慮した通いの場づ

くりを３か年にわたってモデル事業として実施する予定です。 

図表２-３-２-16 地域包括ケアショートムービー及び地域包括ケア普及啓発パンフレット

図表２-３-２-15 「自助・互助・共助・公助」から見た地域包括ケアシステム 

出典：厚生労働省ホームページ 
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（３）認知症施策の推進 

急速な高齢化の進行に伴い、認知症高齢者の大幅な増加が見込まれ、その数は2025年に

は全国で最大730万人、本県で最大約40万人と推計されています。認知症は誰もが関わる

可能性のある身近な病気であり、認知症施策の推進は喫緊の課題となっています。そのた

め、本県では、保健・医療・福祉の専門機関が集積する「あいち健康の森」内の国立長寿 

医療研究センター、認知症介護研究・研修大府セ 

ンター、あいち健康の森健康科学総合センターと、 

その周辺地域が一体となって、「認知症に理解の深い 

まちづくり」のモデルとなる先進的な取組を進める 

「あいちオレンジタウン構想」を2017年９月に策定 

しました。「あいちオレンジタウン構想」では、地域 

で暮らし、学び、働く人々が、「認知症に理解の深い 

まちづくり」に「じぶんごと」として取り組む社会の 

実現を目指しています（図表２-３-２-17）。 

2017 年度には、「あいちオレンジタウン構想」の周知を図るとともに、認知症について

学び、「じぶんごと」として取り組むきっかけとしてもらうために、「あいちオレンジタウ

ン構想推進フォーラム」を開催しました（図表２-３-２-18）。また、2018 年度には、「認

知症に理解の深いまちづくり」の実現に「じぶんごと」として取り組み、その取組内容を

宣言してもらう「あいち認知症パートナー企業」及び「あいち認知症パートナー大学」を

募集し、企業・大学の取組を紹介するとともに、認知症の人やその家族への支援について

県民の理解を深めてもらうため、「あいち認知症パートナー宣言推進フォーラム」を開催し

ました。2019年２月現在、37企業８大学があいち認知症パートナーとなっています（図表

２-３-２-19）。 

また、認知症施策を総合的かつ計画的に推進するため、2018 年 12 月に都道府県では全

国初となる「愛知県認知症施策推進条例」を制定しました。 

図表２-３-２-17 「あいちオレンジタウン 
構想」スローガン 

図表２-３-２-18 あいちオレンジタウン構想推進 
フォーラム

図表２-３-２-19 「あいち認知症パートナー企業・ 
大学」ロゴマーク 
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今後、生産年齢人口が減少していく中にあって、働く人々がその能力を十分に発揮する

ためには、個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を選択しながら、健康で安心して働き

続けられる職場環境を整備することで、性別や年齢にかかわらず、できるだけ多くの人が

労働参加できるようにしていく必要があります。 

   特に本県では、男性中心の長時間労働の慣行が根強く残っており、育児をしている女性

の有業率が低い状況にあることから、労働団体や経済団体等と連携したワーク・ライフ・

バランスの実現に向けた取組や、中小企業等における働き方改革への支援、イクメン・イ

クボスの普及などの取組を進めています。 

長時間労働の是正、ワーク・ライフ・バランスの実現 

（１）ワーク・ライフ・バランスの推進 

本県では、ワーク・ライフ・バランスの推進に向けて、労働団体、経済団体、行政機関

等を構成員とする「あいちワーク・ライフ・バランス推進協議会」を設置し、2016年２月

に策定した「あいち仕事と生活の調和行動計画 2016-2020」に基づき、官民一体となった

取組を展開しています。 

その取組の１つとして、県内の事業所等に定時退社や年次有給休暇の取得促進など８つ

の取組を呼びかけ賛同を募る「あいちワーク・ライフ・バランス推進運動」を実施し、2018

年度は、県内の延べ 42,694 事業所の賛同を得ました（図表２-３-３-１、図表２-３-３-

２）。 

また、啓発資材（定時退社や退社時刻、有給休暇を周知するＰＯＰ、社内啓発用ポスター

等）を活用し、企業のワーク・ライフ・バランスの推進に向けた取組を支援しています（図

表２-３-３-３）。 

３ 「働き方改革」の推進 

図表２-３-３-１ 「愛知県内一斉ノー残業デー」の 
街頭啓発活動

図表２-３-３-２ 「愛知県内一斉ノー残業デー」の 
ロゴマーク
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   育児などに積極的な男性（イクメン）が働きやすい職場環境づくりの促進等を図るため、

「あいちワーク・ライフ・バランス推進協議会」の専門部会として、2014年８月に「あい

ちイクメン応援会議」を設置し、地域社会全体でイクメンを応援する取組を行っています。 

   さらに、イクメンや子育て女性等が働きやすい職場づくりを進めるためには、部下の仕

事と家庭等の両立を応援しながら組織としての成果を挙げていく経営者や管理職（＝イク

ボス）の拡大に取り組むことが重要です。このため、2015年度からはイクボスの普及にも

取り組んでおり、2015年８月には協議会構成団体のトップが「イクボス宣言」を行い、2016

年度には、応援会議を「あいちイクメン・イクボス応援会議」に変更しました（図表２-

３-３-４）。 

   イクボスを拡大するため、中小企業経営者・企業の管理職等を対象にイクボスの理解を

深め、取組を実践するための「イクボスセミナー」を開催しています（図表２-３-３-５）。

また、2018年度には、企業の人事労務担当者が外部講師に頼らずとも社内の管理職向けに

適切なイクボス養成研修を行うことができるよう、教材の作成などを行っています。 

このほか、従業員が仕事と生活の調和を図ることができるよう積極的に取り組む企業を

「愛知県ファミリー・フレンドリー企業」として登録しており、2018年 12月末日時点で、

1,318社が登録しています（図表２-３-３-６）。 

   あわせて、「ファミリー・フレンドリー企業」の中から、他の模範となる優れた取組を行っ

図表２-３-３-４ 「あいちイクメン・イクボス応援
会議」のロゴマーク

図表２-３-３-３ 「あいちワーク・ライフ・バランス推進運動」の啓発資材

図表２-３-３-５ 「イクボスセミナー」
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ている企業を表彰しており、2018 年度は、８社を表彰しました（図表２-３-３-７、図表

２-３-３-８）。 

（２）働き方改革の推進に向けた取組

ワーク・ライフ・バランスの実現には、職場風土の改革に加えて、仕事管理・時間管理

の見直しや長時間労働の是正といった「働き方」を改革していく必要があります。 

政府は、2016年９月に内閣官房に「働き方改革実現推進室」を設置し、2018年の通常国

会において「働き方改革関連法」を成立させるなど、働き方改革に向けた取組を進めてき

ました。本県としても、国のこうした動きに呼応する形で、県内の働き方改革に対する社

図表２-３-３-８ 2018年度「ファミリー・フレンドリー企業表彰」受賞企業

図表２-３-３-６ 「愛知県ファミリー・フレンドリー
企業」のロゴマーク

図表２-３-３-７ 「ファミリー・フレンドリー企業
賞」表彰式

会社名 所在地 業種 表彰理由

稲沢建設株式会社 稲沢市 建設業
社員がいきいきと健康で働き続けられる職場環境づくりに向け、経
営層と一体となって独自性・実効性のある取組を推進

株式会社キャッチネットワーク 刈谷市 情報通信業
「男女の別なく定年まで成長し続け、活躍し続けられる会社」を方
針に掲げ、社長のリーダーシップのもと、社員の両立支援のための
取組を着実に推進

株式会社善都 豊田市
生活関連サービ
ス業、娯楽業

「社員のプライベートを重視する」との基本姿勢を大切に、社長が
率先して従業員の声を聞きながら、両立支援制度を整備

東海東京証券株式会社 名古屋市中村区 金融業、保険業
多様な人材の活躍を経営戦略と位置づけ、経営トップのコミットメ
ントのもと両立支援制度の整備や職場風土づくりの取組を幅広く着
実に推進

株式会社喜多村 愛知郡東郷町 製造業
労働時間低減の取組：社員の意識改革を図るための取組を着実に推
進し、高水準の年次有給休暇取得率（過去3年連続で80%超）を実現

株式会社中外陶園 瀬戸市 製造業
安心して子育てができる職場づくりの取組：仕事と家庭を両立でき
る職場環境づくりに向け、育児休業からの復帰を手厚く支援

株式会社アルペン 名古屋市中区 卸売業、小売業
真の「働き甲斐No.1」を目指し、各部門を巻き込みながら全社的に
取組を推進
イクボス育成に関して継続的に社内の意識を醸成する取組が充実

リゾートトラスト株式会社 名古屋市中区
宿泊業、飲食
サービス業

ダイバーシティの土台となる「個を活かす風土」の醸成に向け、管
理部門・事業部門が一体となり、全社的にイクメン・イクボスの取
組を展開

ファミリー・フレンドリー企業賞

ファミリー・フレンドリー企業奨励賞

イクメン・イクボス企業賞

　中小企業の部（常時使用する従業員の数300人未満）

　中堅企業の部（常時使用する従業員の数300人以上1,000人未満）

　大手企業の部（常時使用する従業員の数1,000人以上）
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会的気運の醸成を図るため、2018年度から県内の経済団体、労働団体等と一体となり、企

業の働き方改革への取組を支援する「働き方改革推進キャラバン事業」を実施しています。 

2018年６月に、名古屋市栄のクリスタル広場において実施した、事業のキックオフイベ

ントを皮切りに、「ゆっくり いそごう 働き方改革」をスローガンに掲げ、県内の大型商

業施設等で街頭啓発活動を行い、働く人やその家族、地域の様々な人に、働き方改革の必

要性を周知しました（図表２-３-３-９）。 

また、中小企業に対する支援としては、働き方改革の本来の目的を理解した上での取組

を促すため、人事労務担当者を対象とした「働き方改革サポートセミナー」を実施してい

ます。このほか、「働き方改革普及員」が各企業を訪問して、働き方改革の必要性を周知す

るとともに、中小企業診断士等の専門家を「働き方改革アドバイザー」として派遣し、実

情にあわせた助言などを行うことで、長時間労働の削減や休暇の取得促進などの職場環境

改善に自主的に取り組もうとする企業を支援しました（図表２-３-３-10）。 

（３）仕事と子育て・介護の両立に向けた取組

ワーク・ライフ・バランスの普及のためには、就業前の学生の段階から、自分自身のラ

イフプランを描く中で、仕事と家庭の両立についても考え、理解や意識を高めていくこと

が重要です。このため、県内の大学生及び短大生等に対して、企業での就業体験をするだ

けではなく、企業で働く子育て中の従業員の家庭を訪問し、家事や育児もあわせて体験す

ることで、仕事と家庭の両立について理解を深める「仕事と家庭のインターンシップ」を

2017年度から実施しています。 

   2018年度は、10名の学生（２人１組）が５社・６家庭を訪れ、インターンシップ実施後

は、参加学生が体験内容や、参加を通しての意識の変化、仕事と家庭の両立に向けた行動

宣言などをプレゼンテーションする報告会を開催するとともに、学生のインターンシップ

の様子や感想、インターンシップを受け入れた従業員のインタビューなどを盛り込んだ記

録誌を作成し、県内大学等に配布しています（図表２-３-３-11、図表２-３-３-12）。 

   さらに、2019年度からは、従業員が個人・家庭の事情を鑑みて働き続けられることがで

きる職場環境の整備を図るため、テレワーク導入事例集の作成や導入企業での体験研修の

実施により、企業へのテレワーク導入を支援します。 

図表２-３-３-９ 「働き方改革推進キャラバン事業」
キックオフイベント

図表２-３-３-10 「働き方改革サポートセミナー」 
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また、男性の積極的な育児参加を促進するため、父親と子どもが参加できる「あそびの

体験プログラム」を活用して、市町村の担当者や子育てに関わる人を対象にセミナーを実

施することで、地域のイクメン育成のけん引役（イクメンキュレーター）として養成する

とともに、イクメンキュレーターの活動の幅を広げるための研修を実施しました（図表２-

３-３-13）。 

近年、働きながら親の介護をする人も多く、企業の介護休業や介護休暇等に対する認識

が十分でないことを背景に、介護のために離職を余儀なくされる介護離職者が増加してい

ます。本県では、企業に対して育児・介護休業法に基づく制度の導入を働きかけるととも

に、制度を利用しやすい仕組みの構築や職場風土の醸成を図るため、2016年度に「仕事と

介護の両立支援導入マニュアル」を作成しました。2017年度には、そのマニュアルを活用

したセミナー等を開催し、中堅・中小企業の人事担当者に広く啓発を行い、2018年度には、

企業の取組がさらに進むように、実際に両立支援に取り組んでいる企業や従業員の方の事

例を掲載する「仕事と介護の両立モデル事例集」を作成しました（図表２-３-３-14）。 

図表２-３-３-12 「仕事と家庭のインターン 
シップ」の記録誌

図表２-３-３-13 「イクメンキュレーター」を養成
するセミナー 

図表２-３-３-14 「仕事と介護の両立モデル事例集」

図表２-３-３-11 「仕事と子育て両立インターン 
シップ事業」報告会
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本県の合計特殊出生率は1.54と大都市圏としては高く、全国平均を上回っていますが、

人口置換水準（2.07）を大きく下回る状況にあり、今後は母親となる世代の女性人口が減

少していく中で、出生数はさらに減少する見込みとなっています。こうした少子化の流れ

を変えていくためには、希望する若者が結婚し、安心して出産・子育てができる環境をつ

くっていく必要があります。 

本県では、結婚を希望する人への出会いの機会の情報提供に取り組んでいるほか、夫婦

共働きが一般的になる中で、保育サービスの充実や放課後児童クラブ＊の整備など、子育

て環境の充実にも力を入れています。 

一方、本県の子どもの貧困率は、全国に比べれば低い状況にありますが、県全体では、

７万人余りの子どもが貧困状態にあると推計されることから、市町村と連携して、子ども

の学習支援や子ども食堂の普及など、子どもの貧困対策に取り組んでいます。 

１ 結婚・子育て支援 

（１）結婚支援

結婚を希望する人を支援するため、本県では、「あいち出会いサポートポータルサイト（あ

いこんナビ）」を運営し、市町村や非営利団体等が主催する婚活イベント情報を掲載するな

どの結婚支援を行っています（図表２-３-４-１）。あいこんナビにおいては、婚活たしな

み講座や婚活イベントレポート、利用者の声などを掲載し、初めての方でも安心して利用

できるように工夫しています。 

また、従業員の結婚支援に関心のある企業・団体を「婚活協力団体」として募集・登録

し、県公認の「結婚支援に積極的な企業」としてＰＲしており、現在「婚活協力団体」と

して120団体が登録されています。 

そのほかにも、結婚を希望する独身男女の出会いの場となるパーティー、旅行、体験活

動の実施や結婚活動に関するセミナーの開催等、出会いの創出に資する事業などを企画・

実施する団体を「出会い応援団」や「プラチナ出会い応援団」として登録するなど、企業

と連携した出会いの場の提供を行っています（図表２-３-４-２）。 

４ 子ども・子育て応援社会づくり 

図表２-３-４-１ 出会いサポートポータルサイト 
（あいこんナビ）

図表２-３-４-２ 企業と連携した出会いの機会の提供
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（２）安全・安心な妊娠・出産支援

子どもの健やかな出生と育ちのためには、妊娠前から出産後の子育てに至るまでの連続

的な支援が重要です。本県では、妊娠・出産に対する不安の解消を図るため、電話相談窓

口「女性の健康なんでも相談」を開設しています。また、リーフレット「あなたに伝えた

い たいせつなこと ～からだの中にある、いのちのたまご～」を作成し、妊娠・出産に関

する正しい情報の普及を図っています（図表２-３-４-３）。 

   また、安心して妊娠・出産ができ、必要に応じて専門的な医療を受けられるよう、総合

及び地域周産期母子医療センター＊の運営費に助成するなど環境整備を行うとともに、女

性医師の割合が高い産科等の医師確保のために、仕事と家庭の両立ができる働きやすい職

場環境の整備を行う医療機関に対する補助などを行っています。 

このほか、小児専門病院である「あいち小児保健医療総合センター」（大府市）において、

高度・先進的な専門医療を提供しています。2016年２月には救急棟をオープンし、３月に

は小児救命救急センター＊に指定されるなど、小児救急医療体制の構築を進めるとともに、

11月には胎児や新生児の医療に対応する周産期部門を開設しました。さらに、2018年４月

に、心身障害者コロニーへ移転した心療科の病棟を改修整備し、救急の後方病床を確保し

ています（図表２-３-４-４）。 

（３）子育て家庭への支援

本県では、子ども・子育て支援法に基づき、幼児教育・保育の総合的な推進を図るとと

もに、地域の子育て支援事業の着実な推進を図っています。 

具体的には、保育所や幼稚園と保育所の良さをあわせ持つ「認定こども園＊」等の保育

の場を確保するために、私立認定こども園や小規模保育事業などの運営費の給付を行うと

ともに、認定こども園を整備する費用を補助しています。また、子育て世帯の働き方や保

育ニーズの多様化に応えるため、延長保育、休日保育、事業所内保育＊、病児・病後児保

育＊などに対して助成を行っています。 

また、2019 年 10 月から予定されている幼児教育・保育の無償化の拡大を機に、さらな

る保育ニーズの高まりが想定されることから、認可外保育施設＊に対する保育の質の確保・

向上に取り組むため、指導監督体制の強化を図るとともに、認可外保育施設に対し、重大

事故防止のために巡回指導や研修、午睡中の事故防止のために必要な備品の購入費用への

図表２-３-４-３ リーフレット「あなたに伝えたい 
たいせつなこと」 

図表２-３-４-４ あいち小児保健医療総合センター 



第２章 第３節 ４ 子ども・子育て応援社会づくり 

264 

補助を行う予定です。 

このほか、就業などにより保護者が昼間家庭にいない小学校就学児童に対して、放課後

や土曜日、長期休業中等に適切な遊び及び生活の場を与えるため、新たな放課後児童クラ

ブの整備や小学校の余裕教室等の既存施設の改修による放課後児童クラブの整備に補助す

るとともに、放課後児童クラブの運営費助成を行っています。また、放課後児童支援員と

なるための認定資格研修や資格取得後のキャリアアップのための研修を実施しています（図

表２-３-４-５）。 

図表２-３-４-５ 保育所等及び放課後児童クラブ定員などの状況（2013年度との比較）

愛知県の保育所等の定員、利用児童数 

 ・定   員：2013年度（156,737人）→2018年度（181,850人） 25,113人増

 ・利用児童数：2013年度（136,977人）→2018年度（154,108人） 17,131人増

愛知県の放課後児童クラブ数、登録児童数 

・クラブ数 ：2013年度（1,026か所）→2018年度（1,153か所） 127か所増

 ・登録児童数：2013年度（ 38,406人）→2018年度（57,781人） 19,375人増

（４）児童虐待やＤＶの防止

児童虐待件数が年々増加する中、本県では、児童相談センターにおいて、複雑な児童問

題の相談に当たるとともに、児童の一時保護などを実施しています。また、急増する児童

虐待に対応するため、専門職員を増員するとともに、児童虐待死亡事例については、児童

虐待死亡事例等検証委員会を設置し、再発防止に向けた検証を行っています。 

さらに、児童虐待の未然防止や早期発見・早期対応について一層の連携強化を図るため、

2018年４月に愛知県警察本部と情報共有についての協定を締結しました。これは、児童相

談所は児童虐待事案をすべて警察に情報提供し、「重篤事案」については、これまでどおり

速やかに警察に情報提供するとともに、「重篤事案以外の事案」については、毎月定期的に

情報提供するというものです（図表２-３-４-６）。 

   このほか、ＤＶ（Domestic Violence：配偶者からの暴力）を防止するために、本県では、

2017 年度に「愛知県配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（４次）」を策定し、

ＤＶ防止啓発カードの配布による女性相談センター等の相談窓口の周知強化や、住民を対

象とした市町村への出前講座等による啓発活動など、相談体制の充実や若年層への教育・

啓発、子どもの心のケアなどに重点的に取り組んでいます（図表２-３-４-７）。 

図表２-３-４-６ 愛知県警察本部との協定締結 図表２-３-４-７ ＤＶ防止啓発カード
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２ 子どもの貧困対策 

本県が 2016 年 12 月に実施した「愛知県子ども調査」の結果を踏まえ、2017 年９月に、

有識者による「愛知県子どもの貧困対策検討会議」から「子どもが輝く未来に向けた提言」

が提出されました。この提言は、「教育の機会の均等」、「健やかな成育環境」、「支援体制の

充実」の３つの視点から、子どもの貧困対策を推進するための具体的な方向性を示したも

のであり、本県では、その提言を踏まえて、2018年２月に、５か年の「子どもが輝く未来

へのロードマップ」を作成し、子どもの貧困対策を推進しています。 

具体的には、「教育の機会の均等」については、高等学校等の教育費の負担を軽減するた

めの高等学校等就学支援金や、授業料以外の教育費負担を軽減するための奨学給付金、私

立高校の授業料や入学料の軽減のための補助金等により、教育費の負担軽減を図っていま

す。また、生活困窮世帯やひとり親家庭の子どもへの学校外での学習支援事業を実施して

いるほか、ひとり親家庭を対象とした体験型交流会を開催し、親同士の情報交換や、文化

芸術やスポーツ体験の機会を提供しています。 

「健やかな成育環境」については、経済的事情などにより家庭で十分な食事がとれない

子どもに無料又は低額で食事を提供する「子ども食堂」への支援を行っています。子ども

食堂は、子どもの居場所や多世代の交流の場としても期待されており、2018年度は、県内

10か所で、既存の社会資源を生かした食堂開設のモデル事業を実施するとともに、子ども

食堂の開設までのノウハウをまとめたガイドブックを作成しました（図表２-３-４-８、図

表２-３-４-９）。 

「支援体制の充実」については、支援を必要とする人に支援機関や支援制度に関する情

報が届くよう、各種支援制度の周知を図っているほか、愛知県社会福祉協議会（ボランティ

アセンター）において、子どもの学習支援ボランティアの養成、人材の斡旋などを行って

います。 

2019年３月には、すべての子どもが輝く未来の実現に向けて、子どもの貧困対策をさら

に充実・強化するため、県民からの寄附の受け皿として、新たに「子どもが輝く未来基金」

を造成し、基金を財源として児童養護施設入所児童等の自立支援や子ども食堂への支援に

役立てることとしました。 

2019年度には、次期「愛知県子どもの貧困対策推進計画」を策定する予定であり、必要

に応じてロードマップを見直しながら、子どもの貧困対策の着実な推進を図っていくこと

としています。 

図表２-３-４-８ 子ども食堂の様子    図表２-３-４-９ 「子ども食堂」モデル事業実施事業者一覧 

市区町村名 法人・団体名 施設種別 子ども食堂の名称

名古屋市中村区 株式会社アルバ 認知症対応型グループホーム
こどものひみつきち
atアルバ2018

名古屋市中区 一般社団法人愛知県調理師会 調理専門学校 グーチョキパー

名古屋市名東区 株式会社エイト 認定こども園 ドリームキッチン

豊橋市 社会福祉法人さわらび会 認知症対応型グループホーム 子ども食堂ふぇりこ

瀬戸市 株式会社ファーマスター 高齢者デイサービス それいゆ　こども食堂

碧南市 一般社団法人エスコートあいち 子育て支援センター他 みんなの食堂他

新城市 社会福祉法人和敬会 養護老人ホーム他 おっとりくん食堂

尾張旭市 社会福祉法人ひまわり福祉会 就労移行支援事業所 ごちゃまぜ食堂

田原市 社会福祉法人福寿園 高齢者介護施設 はちみつ子ども食堂

愛西市 草平ふれあい子ども食堂 公共施設（コミュニティセンター） 草平ふれあい子ども食堂
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2015年 12月に、2020年以降の温室効果ガス排出削減のための新たな枠組である「パリ

協定」が採択され、2018 年 12 月の国連気候変動枠組条約第 24 回締約国会議（ＣＯＰ24）

では「パリ協定」の実施ルールが採択される中、本県では、2018年２月に策定した「あい

ち地球温暖化防止戦略2030」のもと、温室効果ガスの削減などに取り組んでいます。 

また、2010 年に本県で開催された生物多様性条約第 10 回締約国会議（ＣＯＰ10）にお

いては、2020年までを目標期間とする「愛知目標＊」が採択され、本県では、その達成に向

けて「あいち方式」の取組を進めるとともに、国際先進広域自治体連合を立ち上げるなど、

生物多様性保全の取組をリードしています。 

さらに、廃棄物の排出量抑制が世界的な課題となる中、本県では、2017年３月に策定し

た「愛知県廃棄物処理計画」に基づき、循環型社会に向けた取組を着実に進めています。 

本県では、こうした環境施策のトップランナーである「環境首都あいち」の実現を目指

して、持続可能な社会の担い手を育成する「人づくり」に重点的に取り組んでいます。 

１ 地球温暖化対策 

（１）新たな地球温暖化防止戦略と地球温暖化対策推進条例の制定 

本県では、京都議定書に代わる2020年以降の新たな国際的枠組である「パリ協定」の採

択・発効や、我が国における2030年までの温室効果ガス排出削減目標の設定と「地球温暖

化対策計画」の閣議決定など、地球温暖化問題を巡る国内外の情勢変化を踏まえ、2018年

２月に、2030年度の温室効果ガス排出量を2013年度比で26％削減することを目標とした

「あいち地球温暖化防止戦略2030」を策定しました（図表２-３-５-１）。 

 また、地球温暖化に関する県・事業者・県民の責務を明確にするとともに、すべての主

体の自主的かつ積極的な取組を促すため、地球温暖化対策に特化した新たな条例として、

2018 年 10 月に「愛知県地球温暖化対策推進条例」を制定しました。特に、事業活動によ

る温室効果ガスの総排出量が相当程度多い事業者については、温室効果ガスの排出抑制な

どの措置に関する計画書等を作成することを義務付け、知事はその内容を評価し、必要な

助言を行うことができると規定しています。 

５ 持続可能な社会づくり 

図表２-３-５-１ あいち地球温暖化防止戦略2030における温室効果ガス削減目標 

部門等 
2013年度排出量 2030年度総排出量 

（千トン―CO2） （千トン―CO2） 2013年度比 

産業部門 40,153 34,713 △13.5％

業務部門 12,072 6,101 △49.5％

家庭部門 8,584 4,537 △47.1％

運輸部門 13,327 9,476 △28.9％

その他 8,247 6,348 △23.0％

吸収源 ― △242 ― 

総排出量 82,384 60,933 △26.0％

出典：愛知県「あいち地球温暖化防止戦略2030」 
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（２）再生可能エネルギーの利用促進 

本県では、日照時間の長さや農地面積に対する水路密度が全国１位であるなどの地域特

性を生かし、再生可能エネルギーの利用促進の取組を進めています。 

2003年度から市町村と協調して住宅における太陽光発電の導入補助を実施しており、2018

年９月末時点の住宅用太陽光発電設備（10kw 未満）の累積設置基数は 181,868 基であり、

13年連続日本一となっています。 

また、農業用水を利用した小水力発電では、2018年度までに、県が設置した羽布ダム小

水力発電所をはじめ15か所で稼働しています。 

さらに、2012年度から衣浦東部浄化センター（碧南市）で、2016年度から矢作川浄化セ

ンター（西尾市）、豊川浄化センター（豊橋市）で、それぞれ下水汚泥のエネルギー利用を

行っています。 

（３）低炭素水素サプライチェーンの推進 

 水素は、利用の段階では二酸化炭素を排出しないことから、地球温暖化対策に大きく貢

献し得るエネルギーとして期待されていますが、現状では、国内で流通する水素のほとん

どが化石燃料由来であり、製造段階で二酸化炭素が発生しています。そこで、本県では、

水素社会実現のための取組の１つとして、再生可能エネルギー等から低炭素水素を製造し、

利用する「低炭素サプライチェーン」の構築・拡大を図っているところであり、低炭素水

素の利用促進に向け2018年４月、全国に先駆けて「低炭素水素認証制度＊」を制定しまし

た。 

 2018年４月には、トヨタ自動車(株)等の本県を代表する企業と行政の連携により、認証

制度に基づく第１号事業として、「知多市・豊田市再エネ利用低炭素水素プロジェクト」を

始動しました。このプロジェクトは、知多市南部浄化センターで下水汚泥から生成された

バイオガスと、豊田市渡刈クリーンセンターでゴミ焼却熱から発電された再エネ電力を活

用し、トヨタ自動車(株)元町工場において、低炭素水素を製造し、工場内の燃料電池フォー

クリフトで利用するというものです（図表２-３-５-２）。 

 さらに、中部国際空港では、2018 年 11 月から(株)鈴木商館が太陽光発電から低炭素水

素を製造し、貨物地区内の産業車両に供給する事業（鈴木商館セントレア貨物地区水素充

填所）を始動したところであり、本事業を認証制度の第２号として認定しました。 

 今後も、このような先導的なプロジェクトを定着・発展させるとともに、低炭素水素サ

プライチェーン事業の県内各地への展開を着実に進めていきます。 
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２ 生物多様性保全の推進 

（１）「あいち方式」の取組推進 

   本県は、2010 年に本県で開催された生物多様性条約第 10 回締約国会議（ＣＯＰ10）に

おいて採択された「愛知目標」を踏まえて、2013年３月に策定した「あいち生物多様性戦

略2020」をもとに、「人と自然が共生するあいち」を実現する本県独自の取組である「あい

ち方式」を重点的に推進しています。 

   「あいち方式」とは、地域の様々な分野の人が共通の目標のもとに協働して、地域本来

の自然環境を保全・再生し、人と人とのつながりを育みながら、生態系ネットワーク＊の形

成を進めていくものであり、これまでに、自然や社会の特徴に応じて、県域を９地域に区

分し、地域ごとに多様な主体で構成された生態系ネットワーク協議会（以下「協議会」）の

設立を推進してきました（図表２-３-５-３）。 

2016 年 11 月、県内９番目の協議会が立ち上げられ、県内全域に協議会が設立されたこ

とから、2016年度から、成果共有化の取組を進めています。引き続き、協議会の取組のノ

ウハウや成果の共有、協議会間の連携を進めることで、協議会のさらなる活性化を図って

いくとともに、各地域の取組に関する情報発信などを実施していきます。 

図表２-３-５-２ 知多市・豊田市再エネ利用低炭素水素プロジェクト概要 

図表２-３-５-３ 生態系ネットワークにおける県内９区域の区分 
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（２）愛知目標達成に向けた国際先進広域自治体連合の取組 

 ＣＯＰ10の開催以降、本県は、その後のＣＯＰ11、12においてサイドイベントを主催し

たり、国際自治体会議に参加するなど、本県の取組をＰＲするとともに、生物多様性保全

の先進的な取組を行っている世界のサブナショナル政府（州や県レベルの広域自治体）と

交流を深めてきました。 

 2016年８月には、生物多様性保全の先進的な取組を行っているサブナショナル政府等に

呼びかけ、本県をはじめ、メキシコ州政府連合、カタルーニャ州（スペイン）等の６つの

サブナショナル政府等からなる「愛知目標達成に向けた国際先進広域自治体連合」（以下「連

合」）を立ち上げました。 

 連合は、2016年 12月、カンクン（メキシコ）で開催されたＣＯＰ13 において、共同声

明を採択し、翌日の国際自治体会議において、世界の自治体に対して、連合の立ち上げと

共同声明をアピールしました。また、ＣＯＰ13のサイドイベントの枠組を活用して、「連合

フォーラム」を開催し、「愛知目標達成に向けたサブナショナル政府の貢献」をテーマに、

各サブナショナル政府の取組を踏まえて、議論を展開し、締約国に対して、サブナショナ

ル政府の重要性を訴えました。 

 さらに、愛知目標の最終評価の準備やＣＯＰ15における次期計画の採択に向けて、2018

年 11月、シャルム・エル・シェイク（エジプト）で開催されたＣＯＰ14に参加し、その主

要な会議の１つである国際自治体会議において、連合の新たな共同声明と取組を発表しま

した（図表２-３-５-４）。 

また、ＣＯＰ14 で採択された 2020 年以降の新

たな生物多様性の世界目標（ポスト2020目標）に

関する国連地域区分ごとのワークショップについ

て、本県は、2019年１月にアジア太平洋地域のワー

クショップを開催するなど、引き続き、「愛知目標」

の達成及びポスト2020目標に向けて貢献していき

ます。 

３ 資源循環型社会の実現 

（１）「愛知県廃棄物処理計画」と「あいち地域循環圏形成プラン」 

  本県では、これまで廃棄物処理計画に基づき、３Ｒ（Reduce、Reuse、Recycle）の促進

や産業技術の集積を生かした循環ビジネスの促進などの施策を進め、一般廃棄物・産業廃

棄物の排出量や最終処分量の削減などに取り組んできました。 

こうした中で、2017年３月には、2017～2021年度を計画期間とする新たな「愛知県廃棄

物処理計画」を策定し、2021年度の削減目標を設定しました（図表２-３-５-５）。 

図表２-３-５-４ ＣＯＰ14への参加 
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図表２-３-５-５ 愛知県における廃棄物の排出及び処理の推移と目標 

年度 

一般廃棄物 

排出量 再生利用率 最終処分量 
１人１日当たりの

家庭系ごみ排出量 

2014（実績） 2,551千トン 22.3％ 213千トン 535ｇ 

2016（実績） 2,548千トン 22.1％ 206千トン 527ｇ 

2021（目標） 2,404千トン 

2014年度比 

約６％削減 

約23％ 

2014年度比 

約１ポイント増加 

198千トン 

2014年度比 

約７％削減 

500ｇ 

2014年度比 

約７％削減 

年度 
産業廃棄物 

排出量 再生利用率 最終処分量 

2014（実績） 15,249千トン 70.4％ 896千トン 

2016（実績） 15,470千トン 71.0％ 879千トン 

2021（目標） 15,705千トン 

2014年度比増加

量約３％に抑制

約74％ 

2014年度比 

約４ポイント増加

829千トン 

2014年度比 

約７％削減

また、本県の持つ自動車産業を中心とした厚い産業集積や全国有数の農業基盤、豊かな

森林資源等の地域ポテンシャルを生かし、これまで培ってきた資源循環の取組を加速・発

展させ、県内各地域で「循環の環」が重層的に構築された「地域循環圏」の実現を目指す

ため、新たに「あいち地域循環圏形成プラン」を策定しました。 

本県では、同プランに基づき、「食品廃棄物」、「未利用木材」、「家畜排せつ物」等のバイ

オマス資源を地域で循環利用することを目的に、３つのバイオマス資源の「地域循環圏モ

デル事業」の具体化に取り組んでいます。 

2018 年 11 月に、モデルごとに事業者や関係団体が集まり、モデル事業の具体化につい

て意見交換する「マッチング会」を開催し、６つの地域循環圏モデル事業案を作成しまし

た（図表２-３-５-６）。2019年２月には、ビジネスとして取り組む意思を固めた事業者で

チームを立ち上げ、2021年度までにモデル事業の具体化を進めていきます。 

図表２-３-５-６ 地域循環圏モデル事業案 

出典：愛知県「愛知県廃棄物処理計画（平成29年度～33年度）」、「平成28年度一般廃棄物処理事業実態調査」、 

「平成28年度産業廃棄物処理状況等調査」 

〇 食品廃棄物「地産地消の推進と一体となった食品循環ループ」 

１ 食品廃棄物を用いた高付加価値飼料・堆肥等製造事業 

２ バイオガス化事業 

〇 未利用木材「森林保全対策等と連携した里山循環圏モデル」 

 ３ マテリアルカスケード利用事業 

 ４ 高付加価値マテリアル創出事業 

〇 家畜排せつ物「農畜産場等を核とした分散型バイオマス活用モデル」 

 ５ 近隣農家と連携した小型バイオガス発電事業 

６ 食品廃棄物処理を合わせた集約型バイオガス発電事業 
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（２）食品ロス対策 

   本県では、「愛知県廃棄物処理計画」に基づく食品ロス削減の取組として、「ごみゼロ社

会推進あいち県民会議」が開催する県民大会等により、広く県民に啓発しています。 

   2018年度は新たな取組として、「食品ロス削減キャンペーン」を、11月 19日から１月31

日までの期間で実施しました。このキャンペーンでは、家庭での食品ロス削減の取組結果

を募集したほか、飲食店での食品ロス削減対策として、12月、１月の忘年会・新年会シー

ズンに合わせ、宴会時の食べ残しを減らす「3010（さんまるいちまる）運動＊」をホテル・

旅館等と連携して推進しました。 

   また、2018 年 12 月には「子どもが輝く未来に向けたシンポジウム」において、家庭で

余っている食品を持ち寄り、それらの食品をまとめて、生活に困っている方や福祉施設等

の食品を必要としている方へ寄付する活動（フードドライブ）を行いました。このほか、

本県では、食品ロスの発生抑制及び有効利用を図るため、庁内関係課室による「食品ロス

削減に関する庁内連絡会議」を設置し、食品ロス削減施策の進捗管理を行っています。 

   2019年度には、食品ロス削減施策の基礎資料とするため、一般家庭から発生する食品ロ

ス量の調査を実施するほか、普及啓発事業として小中学生向け学習プログラムの作成など

を進めます。 

４ 「環境首都あいち」を支える人づくり 

本県では、「環境首都あいち」として、世界の持続可能な発展に貢献していくことを目指

しており、特に、持続可能なあいちを担う人づくりに地域全体で取り組んでいます。 

2015年度には、日本一の産業県である本県の特徴を生かして、県内の企業・団体の協力

のもと、これからの地域を担う大学生向けに「かがやけ☆あいちサスティナ研究所」を立

ち上げました。本研究所は、知事が所長を務め、大学生が研究員となって、県内の各企業・

団体における先進的な環境に関する取組を現場で調査・研究するとともに、各企業・団体

からの環境課題に対して解決策の提案を行うものであり、2018 年度は 10 企業・団体の協

力のもと、第４期生が活動しました（図表２-３-５-７）。 

また、2017年度からは、高校生を対象とする「あいちの未来クリエイト部」事業を実施

しています。同事業は、県内の高校生グループが、自分たちが興味のある環境課題につい

て、ＮＰＯ・大学等と連携して調査・研究を行い、その結果をもとに、地域に向けた環境

学習教材を作成するものです。2018 年度には３グループ約 30 名が参加し、地域の環境に

ついて調査・研究を行い、ゲーム形式の教材を作成しました（図表２-３-５-８）。 

図表２-３-５-８ 「あいちの未来クリエイト部」
キックオフミーティング 

図表２-３-５-７ かがやけ☆あいちサスティナ研究所 



第２章 第３節 ６ 安全・安心なまちづくり 

272 

我が国では、2011年３月に発生した東日本大震災以降も、2016年４月の熊本地震、2018

年６月の大阪府北部を震源とする地震、2018年９月の北海道胆振東部地震等の大規模地震

が発生しています。また、気候変動に伴い、ゲリラ豪雨や台風、洪水等、想定を超える風

水害も全国各地で頻発しています。こうした各地の災害での知見を踏まえつつ、本県では、

南海トラフ地震等を想定した地震・津波対策や、風水害対策に総合的に取り組んでいます。 

また、多発する交通事故や、住宅対象侵入盗・自動車盗などの犯罪に対応するため、先

端技術も活用しながら、地域の実情等に応じた交通事故・防犯対策に取り組んでいます。 

１ 災害から県民の生命・財産を守る強靱な県土づくり 

（１）南海トラフ地震等による揺れ・津波への対策 

   2016 年４月に発生した熊本地震の課題検証などを踏まえて 2018 年８月に改訂を行った

「第３次あいち地震対策アクションプラン」、2016 年３月に大規模自然災害全般を対象と

して拡充した「愛知県地域強靱化計画」に基づき、ハード・ソフトを含めた総合的な防災・

減災対策に取り組んでいます。 

具体的には、住宅・建築物の耐震化の促進を図るとともに、一般県有施設や県立高校の

耐震化を進めており、その結果、耐震化の必要な一般県有施設の耐震化率は 100％（今後

のあり方を検討している施設等は除く）、県立学校は100％、市町村立学校は99.8％（2017

年度末）となっています。 

また、津波避難施設等の整備や津波避難計画の策定などを行う市町村を支援するととも

に、2016 年 11 月には、岐阜県及び三重県と連携し、県境を越えて避難者を受け入れる広

域避難訓練をゼロメートル地帯において行い、2018 年 10 月には、東浦町と合同で、外国

人をはじめとした要配慮者への対策を中心とした避難所運営訓練を行うなど、津波浸水防

災対策を進めています。 

さらに、大規模災害時に浸水が危惧される木曽三川下流地域のゼロメートル地帯で、円

滑な救出救助活動に必要となる広域的な防災活動拠点を確保するため、愛西市（旧永和荘

跡地）において、2022 年度の供用開始に向けて整備を進めています（図表２-３-６-１）。

また、２か所目として、西三河南部地域の 

ゼロメートル地帯では西尾市内で拠点を整 

備することが決定しています。 

あわせて、上下水道、道路、港湾、河川、 

海岸等の耐震性強化・津波対策や道路整備 

など、社会インフラにおける取組を推進し 

ています。 

６ 安全・安心なまちづくり 

 図表２-３-６-１ 愛西市（旧永和荘跡地）の広
域的な防災活動拠点に係るイ
メージパース 



第２章 第３節 ６ 安全・安心なまちづくり 

273 

（２）風水害対策 

   本県では、頻発する風水害に備え、2018年３月の日光川水閘門の改築工事完了・供用開

始をはじめとして、河川管理施設、海岸保全施設、土砂災害防止施設等の、洪水、高潮、

土砂災害に対応した施設整備を推進しています（図表２-３-６-２、図表２-３-６-３）。ま

た、都市化が著しい新川及び境川流域における総合治水対策を推進するとともに、地域住

民が自ら判断・行動し水害に立ち向かうための「みずから守るプログラム」の推進、土砂

災害警戒区域等の指定など、ソフト対策の充実を図っています。 

このほか、水防災意識社会の再構築に向けて、2017年２月に、県下を４つの圏域に分け

た「県管理河川等における水防災協議会」を立ち上げ、県管理河川等において河川整備や

想定最大規模の浸水想定区域の策定・公表などを着実に進めるとともに、洪水時における

河川管理者からの情報提供等（ホットラインの構築）や、避難勧告等発令の対象区域、判

断基準等の確認（水害対応タイムラインの策定・運用）など、「逃げ遅れゼロ」、「社会経済

被害の最小化」を目指して取り組んでいます。 

（３）災害に備えた体制強化と迅速な復旧・復興 

南海トラフ地震等の大規模災害発生時における応急対策の迅速かつ的確な実施に向け、

市町村消防施設や活動資機材整備の支援などを行うとともに、「愛知県東海地震・東南海

地震・南海地震等被害予測調査結果」を踏まえた備蓄物資の品目・数量の見直し及びそれ

に基づいた確保に取り組んでいます。 

また、災害拠点病院＊やその後方支援に当たる病院の機能強化、災害医療コーディネー

ター＊を中心とした関係機関の連携促進などにより、災害発生時における迅速な初動体制

と、発災直後から中長期にわたって災害医療を提供できる体制の構築を図っています。 

このほか、2017年４月には県市長会及び県町村会と「被災市町村広域応援の実施に関す

る協定」を締結し、災害に備えた体制強化を図っています（図表２-３-６-４）。 

さらに、大規模災害発生時においても、中部圏の社会・経済活動を維持できるよう、産

学官で戦略的に愛知・名古屋の強靱化を推進するため、2017年６月に名古屋大学及び名古

屋市と共同で「あいち・なごや強靱化共創センター」を設置し、地域社会のニーズにマッ

チした防災・減災対策の研究開発、企業等からの防災・減災に係る各種相談、講習会・啓

発活動の実施、調査・研究や人材育成など、迅速な復旧・復興に向けた取組を行っていま

す（図表２-３-６-５）。 

図表２-３-６-３ 土石流対策（堰堤工（西山二の
沢：蒲郡市））

図表２-３-６-２ 日光川水閘門の改築工事完了・
供用開始（2018年 3月）
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そのほか、中小企業への「ＢＣＰ＊（事業継続計画）」の普及・啓発を図るため、セミナー

や出前講座を開催するとともに、2018年２月にパンフレット「災害に強い企業を目指して」

を作成し、策定マニュアルとして公表している「あいちＢＣＰモデル」に、2018年３月に

「団地版あいちＢＣＰモデル」を追加しました（図表２-３-６-６、図表２-３-６-７）。 

また、高齢者や障害のある人等の災害時要配慮者への支援体制を強化するため、2014年

12 月に市町村向けマニュアル「市町村のための災害時要配慮者支援体制構築マニュアル」

を作成し、普及を図っています。 

（４）防災意識の高い人づくり、支え合える地域社会づくり 

本県では、県民の防災への関心を高め、地震への備えを進めてもらうため、11月第２日

曜日を「あいち地震防災の日」と定め、毎年、愛・地球博記念公園において「あいち防災

フェスタ」を開催しています（図表２-３-６-８）。 

また、あいち防災協働社会推進協議会、あいち・なごや強靱化共創センターの主催によ

る防災人材育成研修「防災・減災カレッジ」を開催し、防災リーダーや防災ボランティア

コーディネーター＊等の育成を進めています。 

さらに、県民総ぐるみの防災訓練の１つとして、９月１日の防災の日に合わせ、県民そ

れぞれがその場所に応じて地震から身を守る訓練「あいちシェイクアウト訓練」を県内全

域で実施しており、2018年度は76万人が訓練に参加しました（図表２-３-６-９）。 

図表２-３-６-４ 被災市町村広域応援の実施に関
する協定の締結 

図表２-３-６-５ あいち・なごや強靱化共創センター
開設記念式典 

図表２-３-６-６ パンフレット「災害に強い企業を
目指して」 

図表２-３-６-７ 「団地版あいちＢＣＰモデル」策
定マニュアル 
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（５）消防団の充実強化 

消防団は、災害現場での消火はもとより、地震や風水害等の大規模災害発生時の救助・

救出、警戒巡視、避難誘導など、様々な重要な活動を担っていますが、近年は、団員数の

減少や団員の高齢化が進んでいます。 

こうした事態に対応し、消防団に対する理解

促進と団員の確保に向けて、「あいち学生消防団

交流シンポジウム」及び女性消防団員研修会を

開催するなど学生・女性への消防団加入促進活

動を実施しているほか、消防団員やその家族に

料金割引などのサービスを提供する「あいち消

防団応援の店」事業や「学生消防団活動認証制

度」の普及など、県内各地で消防団の魅力や重 

要性を発信する活動を実施しています（図表２-３-６-10）。 

（６）森林、農地、漁場の保全による多面的機能の発揮 

森林・農地・漁場は、農林漁業者の生産基盤としてのみでなく、水源の涵養や県土の保

全、洪水の防止など多面的機能を有しています。本県では、引き続き、ため池の耐震化な

ど県土強靱化に資する防災･減災事業のハード整備を着実に進めるとともに、県民の防災・

減災に対する理解促進を図るソフト施策を実施していきます（図表２-３-６-11）。 

また、森と緑を県民共有の財産として将来に引き継ぐため、「山から街まで緑豊かな愛知」

の実現を目指し、県民税均等割の超過課税である「あいち森と緑づくり税」を主な財源と

して、森林、里山林、都市の緑を整備・保全する「あいち森と緑づくり事業」を2009年度

から 10 年計画に基づき実施してきました。人工林の間伐については、15,000ha の計画に

対し、15,006haの見込みであるなど、いずれの事業も計画どおりの成果を挙げる見込みで

ある一方で、依然として整備が必要な森林が多いことなどの課題があることから、引き続

き事業を継続することとしました。2019年度から2028年度までの10年計画に基づき、森

林整備や都市緑化などを着実に進めていきます（図表２-３-６-12、図表２-３-６-13）。 

さらに、国が2019年度から創設する「森林環境税」を基金に積み立て、市町村が実施す

る森林整備などを支援していきます。 

図表２-３-６-８ あいち防災フェスタにおける家
具固定推進コーナー

図表２-３-６-９ シェイクアウト訓練

図表２-３-６-10 あいち学生消防団交流 
シンポジウム
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図表２-３-６-11 防災・減災事業         図表２-３-６-12 森林整備

図表２-３-６-13 あいち森と緑づくり事業の主な成果（2009～2018年度見込み）

２ 安全・円滑に移動できる道路交通環境の実現と交通事故の減少 

（１）安全・安心な道路交通環境の創出 

   本県では、歩道の整備や歩行空間のバリアフリー化

のほか、生活道路が集積する一定の区域において、最

高速度 30km/h の区域規制等をはじめとする「ゾーン

30＊」の整備や、通学路・交通事故多発路線における

信号灯器のＬＥＤ化・道路標識・道路標示等の整備な

ど、交通弱者対策を進めています。また、安全で快適

な自転車通行空間を確保するとともに、2018年８月及

び９月には、車両利用者に対する「ながらスマホ」防

止啓発キャンペーンや危険な自転車の交通違反に対す

る指導取締りなどにより、安全で快適な自転車環境の

創出に取り組んでいます（図表２-３-６-14）。

（２）高齢者等に対する交通安全教育などの充実 

   交通事故死者数の半数を超える高齢者の交通安全対策として、2018年９月に「高齢者交

通安全啓発イベント～反射材、つけて、目立って、交通安全！～」を実施するなど、高齢

者に重点を置いた啓発活動に取り組んでいます。 

また、県内各地で、各種シミュレータを活用した交差点事故防止出張講座及び自転車安

全利用出張講座などの、参加・体験・実践型の交通安全教育を積極的に開催し、子供や高

齢者に対する交通安全指導、安全行動の実践を推進しています。 

区分 目標 成果 

森林整備 
人工林整備 間伐面積 15,000ha 間伐面積 15,006ha 

里山林整備 整備箇所 192箇所 整備箇所 197箇所 

森林整備技術者養成 技術者養成者数 200人 技術者養成者数 227人 

普及啓発 机・椅子セット数 70,000セット 机・椅子セット数 88,001セット

都市緑化推進 事業実施箇所及び件数 2,049件 事業実施箇所及び件数 2,205件 

環境活動・学習推進 環境活動・学習推進事業 900件 環境活動・学習推進事業 956件 

ため池の耐震化 あいち森と緑づくり事業による人工林の間伐 

図表２-３-６-14 車両運転中の「ながらス
マホ」は絶対ダメ！宣言
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３ 犯罪がなく安心して暮らせる地域社会の実現 

（１）身近な犯罪への対応強化 

安全に安心して暮らせる愛知の実現を目指し、市町村、防犯協会、事業者団体等と連携

して、春、夏、秋、年末の年４回、四季の安全なまちづくり県民運動を実施しています。

また、愛知県警察では、2016年８月にヤフー(株)と「犯罪情報等の提供に関する協定」を

締結し、スマートフォン等で使用できる「Yahoo!防災速報」で防犯情報の提供を始めるな

ど、各種防犯ネットワーク等を活用した防犯情報の提供などにより、県民の防犯意識の高

揚と犯罪の予防を図っています（図表２-３-６-15）。 

   このほか、自主防犯団体の新規設立を支援するため、防犯パトロール用ベスト等の防犯

活動に必要な資材を提供するとともに、防犯ボランティア活動の核となる人材を養成する

ための防犯ボランティア養成アカデミーを市町村と共同で開催するなど、地域の自主防犯

活動の活発化に取り組んでいます。 

   また、偶数月の年金支給日を「特殊詐欺被害防止の日」として、金融機関や大学の自主

防犯団体等の関係機関と連携した啓発活動を行うほか、愛知県警察では「女性安全フォー

ラム」を開催するなど、高齢者や女性を対象とした防犯対策を推進しています（図表２-

３-６-16）。 

（２）消費者問題解決力の高い地域づくり 

   本県では、2015年４月に県の中核的相談機関である「愛知県消費生活総合センター」を

設置し、市町村における消費生活センターの設置を支援しながら、県内８か所の県民生活

プラザにある消費生活相談窓口を段階的に消費生活総合センターに集約してきました。2018

年３月までに集約が完了するとともに、50市町村に消費生活センターが設置され、県と市

町村が連携して消費者問題解決能力の高い地域づくりを推進する体制を整備しました。 

なお、高齢者の中には、一人暮らしや高齢者夫婦のみの世帯であったり、加齢による判

断力の低下などから、消費者被害に遭っていても気付かないケースが少なくないため、高

齢者を守るためには、周囲の人たちが日頃から高齢者に気を配り、異変に気付いた場合に

は相談機関につなぐなど、地域で見守る体制の構築が必要となります。 

このため、県では、消費者安全法に基づく「消費者安全確保地域協議会」を2016年に立

ち上げ、地域の関係機関（福祉部局や警察、地域包括支援センター等）や多様な団体・事

業者等が連携して高齢者等の消費者被害の防止に向けた取組を行う、地域の見守り体制（見

守りネットワーク）の構築を市町村において進めています。

図表２-３-６-15 夏の安全なまちづくり県民運動 図表２-３-６-16 「特殊詐欺被害防止の日」啓発
活動
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